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「光ファイバネットワークの整備・管理」概要
１．事業概要　
図1は国土交通省が現在運用している基線系光ファイバ通信ネットワークの概要です。国土交通省本省のネットワークは8地方整備局（東北、関東、北陸、中部、近畿、中国、四国、九州）の間を2つのループ形状の光ファイバと、WDM※1伝送装置（2.4Gbps×8の波長多重方式）で構成しています。本伝送装置の設備更新にあたり、現在、ネットワークで使用中の光ファイバ芯線を事業者に貸与し、事業者が既存装置に代わる伝送装置を整備して高速通信ネットワークを構成し運用するものです。事業者は、整備した高速通信ネットワークにより国土交通省へ必要な電気通信サービスを提供（通信容量を保証）するほか、付帯事業として民間等へ電気通信サービスを提供する電気通信事業を営むことを想定しています。
２．事業の手法
　本事業は、PFI※2により実施する予定ですが、今後制度改正も検討される予定であり、新しい制度による実施の可能性もあります。
３．現時点で想定している条件等
　現時点で想定している条件は以下のとおりですが、条件については今後の検討や皆様のご意見等によって変更される可能性があります。
①現在使用中の光ファイバ芯線を貸与します。（ケーブルは同じものを想定していますが、同じ芯線とならない場合があります（予備芯の使用）。有償貸与の場合の費用は全体契約に含まれる場合もあります）
②伝送装置の設置場所として国土交通省の地方整備局、河川国道事務所等の庁舎等を想定しています。また、電源（予備発電機等を含みます）の供給を受けることができます。（通信局舎、電源装置等の使用について別途使用協定を結ぶことを想定しています）
③事業者が光ファイバ通信に必要な伝送装置を整備し、PFI事業期間終了まで維持管理を行い、電気通信サービスの提供（国土交通省への電気通信サービスの提供を含みます）をします。設備の所有形態としては、事業者が保有し、PFI事業期間終了後に撤去し原形復旧することを想定していますが、施設の一部又は全部を国が保有する場合もあります。
④事業者は、国土交通本省と８地方整備局間の光ファイバ通信容量を保証する必要があります。(通信容量は現時点で10Gbps程度を想定しています)
⑤貸与する光ファイバ芯線及び光整端箱等にはIRU（破棄しえない使用権）契約を締結することを考えています。
　⑥国土交通省以外の公共機関等への通信サービス提供を含むPFI事業とする場合もあります。
　⑦国土交通省等が事業者に支払う金額（通信料金）は、入札により決まりますが、国土交通省が独自に整備する場合や一般通信事業者から電気通信サービスを受ける場合より低廉な額を想定しています。
　⑧事業者は電気通信事業法で規定される資格を取得のうえ事業を開始することになります。
　⑨設備の設置場所に関する条件、使用する光ファイバに関する条件等の詳細は、別途提示する予定です。（今回の調査で、詳細な条件の提示はできませんので、想定の範囲内でご回答頂ければと思います。）
４．今後の予定
本調査等により国土交通省としての事業内容を検討し、平成24年度以降に本事業を実施する予定です。なお、本調査や今後実施する諸手続きにより得られた結果等により実施条件の変更や事業手続きの実施時期が変更される場合があります。
５．追加質問
　調査結果（回答内容）について、個別にお聞きする場合があります。
本調査表で回答を頂いた内容については国土交通省内の検討資料としてのみ利用します。
なお、頂きましたご意見、要望を統計資料等として、今後設置を予定している委員会等の資料としての利用や一部公表される場合がありますが、回答頂いた企業等が特定されるような情報に関しては厳に秘密の保持をいたします。
６．その他

頂いたご意見、ご要望に対し、個別の回答はいたしかねますのでご了承ください。

　国土交通省の成長戦略や成長戦略推進会議等に関しては国土交通省ホームページをご覧下さい。

　　http://www.mlit.go.jp/policy/kanbo01_hy_000575.html
※１WDM（Wavelength Division Multiplexing）光ファイバを使った通信技術の一つ。波長の違う複数の光信号を多重化して同時に利用することで、光ファイバ通信容量を増やすことができる通信方式。
※２「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成11年7月30日
法律第117号）により行う事業手法です。
　
図2　光ファイバネットワークの整備・管理の概要イメージ
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○国土交通省の基線系光ファイバの概要

・基線系は東系、西系の２つのループ構成です。（右図）
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・伝送装置の耐用年数は、１０～１５年を想定しています。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　「光ファイバネットワークの整備・管理」
事前調査表
　　　　　　　　会　 社　 名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　担当者連絡先　　所　属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　Ｅメール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
貴社の情報に関する下記の質問にお答え下さい。（可能な範囲で記載をお願いします）
	質問項目
	回答

	上場/非上場
	[  ] 上場（市場名　　　　　　　　　　　　　　　　）
[  ] 非上場

	資本金　(円)
	

	総資産　（円）
	

	年間売上高　(円)
	

	社員数(人)
	

	事務所所在地(本支社･営業所等)
	

	電気通信事業を実施している（若しくは実施したことがある）場合のみ以下を記入して下さい。

	質問項目
	回答

	電気通信事業法上の電気通信事業の種類
	

	電気通信事業の営業エリア
（地方や県）について
	

	その他、貴社の事業概要(自由記載)



※ [  ]欄は、該当するものにチェック（○印又はレ点）して下さい。
※ 回答スペースは、必要に応じ適宜拡張して下さい。（以下、同じ）
Ｑ１　現時点での本事業への参画意向についてお答え下さい。
	回答
[  ] 非常に関心がある（応募に意欲的があり、条件が整えば応募したい）
[  ] 関心がある（今後、基本方針や条件等を注視したい）
[  ] 関心がない（現時点で応募の予定はないが、情報収集を行いたい）
上記選択の理由等　
参画する場合の貴社が希望する形態
[  ]電気通信事業者（マネジメント面）
[  ]伝送装置等の設備の供給者
[  ]伝送装置、ネットワーク等の維持管理・運用者



Ｑ２　PFI事業の形態について希望があればお答え下さい。
	回答
［　］ＢＯＯ方式
［　］ＢＴＯ方式
［　］その他
上記選択の理由等（事業性、税制等の観点で理由があれば）



Ｑ３　ＰＦＩ事業期間についてお答え下さい。
	回答
(例)○年～○年程度
上記の理由



Ｑ４　本事業に参画する場合に想定する電気通信サービスの内容及び伝送装置に関する通信方式についてお答え下さい。（仮に本事業に参画する場合に、現在の伝送装置の技術水準から想定される標準的な設備の規模や事業性を確保する上で必要と考えられる設備機能等に関して記載をお願いします）
	1� 時点で想定する電気通信サービスの内容
（主に現在のWDM伝送ネットワークを対象で考えておりますが、本PFI事業の付帯事業として国土交通省が保有する光ファイバの利用に関する提案等があれば記載して下さい。）

回答
②伝送装置の通信方式
回答
［　］WDM方式、波長数　　波長、１波長あたりの伝送容量　　　Gbps
［　］WDM方式以外の方式、　通信方式名　　　　　、伝送容量　　　Gbps



Ｑ５　本事業に参画する場合に想定する光通信ネットワーク監視・運用の体制等についてお答え下さい。
	(1)想定する光通信ネットワーク監視・運用の体制について記載して下さい。（伝送装置を国土交通省の庁舎等に設置した場合の、セキュリティ対策、緊急対応等の想定等）
回答  

(2)ネットワーク監視・運用拠点の想定について
回答 
［　］自社のネットワークセンターで監視・運用する
［　］自社施設にネットワーク監視・運用拠点を新たに設置する
［　］国土交通省施設内にネットワーク監視・運用拠点の設置を希望する
［　］未定
上記選択の理由



Ｑ６　本事業への参画を判断する上で提供が必要と考えられる情報についてお答え下さい。なお、セキュリティ等から全ての情報を提供できない場合があります。
	１．光ファイバに関する情報
①光ファイバの仕様、②光ファイバ伝送損失の実測データ、③光ファイバ工事完成図書、④光ファイバ管理台帳（当該芯線に関する部分）、⑤光ファイバ経路監視装置の仕様
・上記①から⑤のうち必要不可欠な情報として該当する番号を記入して下さい。　
　［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
・さらに必要な情報があれば記載して下さい。

２．伝送装置を設置する庁舎等に関する情報
①庁舎の住所、②庁舎の位置図、③伝送装置の設置予定フロアの平面図、④既設設備の配置図、⑤光ファイバ配線図、⑥電源装置の諸元データ、⑦電源装置に関する遠方監視機能の有無
・上記①から⑦のうち必要不可欠な情報として該当する番号を記入して下さい。　
　［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
・さらに必要な情報があれば記載して下さい。



	３．光ファイバ芯線使用料

使用条件として提示する予定ですが、光ファイバ芯線を有償で貸与する場合にどの程度の使用料を想定するか、事業性等を考慮して可能な範囲でお答え下さい。（国土交通省が行っている光ファイバの芯線開放においては１６円／芯／ｍ／年程度です）




Ｑ７　本PFI事業推進に関してご意見・要望がありましたら記載願います。
	


貴社のノウハウに係る回答については、本事業の検討のみに用いることとし、公表することはありません。なお貴社のノウハウに係る回答については、その旨の注記を付けて下さい。
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